
（注） 被災年度の翌年度又は翌々年度（避難の指示等が行われた場合において、避難等解除日の属する年が

被災年の翌年以後の年であるときは、当該被災年度の翌年度から避難等解除日の属する年の１月１日か

ら起算して３年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とし、被災市街地復興推進地域が定め

られた場合には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期

日とする年度までの各年度とする。）の初日の属する年の１月３１日までに申告してください。 

【提出書類】罹災証明等事実を証明する書類 

その他必要に応じて関係書類の提出を求める場合があります。 

被災住宅用地申告書 

年  月  日  

日 進 市 長 あて 

申告者 

（納税義務者） 

住所                          電話番号 

                            （   ）    －    

ﾌﾘｶﾞﾅ 個人(法人)番号  

氏名（名称） 

 

備考 

 

被災年度に係る賦課期日における被災住宅用地の所有者との関係  

日進市税条例第 67条の 5の規定に基づき、次のとおり申告します。 
 

 

１ 被災住宅用地 

土地の所在 
 

 
地積 

㎡ 

被災年度に係る賦課期日における被災住宅用地の所有者 

住所 
 

 

所有者氏名 

（名称） 

 

２ 被災年度に係る賦課期日において存した家屋 

家屋の所在 
 

 
種類 

 

 

構造 
 

 
床面積 

㎡ 

家屋番号 
 

備考 
 所有者氏名 

（名称） 

 

 

３ 家屋が滅失又は損壊する原因となった震災等 

発生日時 年   月   日   時 

詳細 

 

 

 

 

※罹災証明等事実を証明する書類を添付してください。 

４ 住宅用地として使用することができない理由 

 

 

 

 

 

受付印 


